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2025.7.30 第 1 回専門部会 参考資料 

 

１．最低賃金と労働者の移動に関する資料 

 

1-1.（株）三菱総合研究所 「厚労省委託事業 最低賃金に関する調査研究事業報告書」 

「データ分析では、最低賃金の水準そのものが労働者の移動に直接の影響を与えるとは言いきれな

いことが示唆された。」 

 

1-2．中央最低賃金審議会  令和３年度第 1 回目安小委員会 参考資料３「最低賃金に関する先行研

究・統計データ等の整理」 

「①地方出身者の東京圏への移動理由には、 仕事だけでなく進学や家族に関連した移動もあること、

②最低賃金の影響を主に受ける労働者 （非正規・中高卒等や最賃近傍雇用者）は、それ以外の労働

者と比較して、就職や転職等を理由とした地域間移動は少ないことに留意が必要であり、東京一極

集中の是正を考える上では、最低賃金以外の要素も含めて検討していくことが必要。」 

 

1-3.青山学院大学 岩崎雅也氏論文 

「日本において最低賃金が高い地域ほど域外からの労働者の流入率が高く、最低賃金が低い地域ほど

域外への労働者の流出率が高いという仮説を設定し、その成否について検証を行った。（中略）結論

として、上記の仮説を支持する結果は得られなかった。一方で、１人あたりの所得が高い地域ほど域

外からの労働者の流入率が高く、また、失業率が低い地域ほど域外からの労働者の流入率が高いと

いう結果が得られた。以上の結果は、地方への人口移動を促すためには、最低賃金の引き上げでは

なく、1 人あたりの所得の向上や地域の雇用創出に資する施策が有効であることを示唆している。」 

 

1-4. （公財）東北活性化研究センター 「人口の社会減と女性の定着に関する意識調査」 

○若い女性が東京圏を選ぶ理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

kumanonrk
フリーテキスト
使用者側　資料№１



2 

 

1-5.新潟県 「令和 6 年度 県民の意識・満足度アンケート調査」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．三要素に関する資料 

 

2-1-1. 新潟県における生計費の試算 

①Ｒ6 年 4 月の新潟市における一人世帯の標準生計費※（Ｒ6 年 10 月新潟県人事委員会「職員の

給与等に関する報告資料」より） 117,790 円 

※標準人件費 

人事院や地方の人事委員会が毎年公務員の給与勧告を行う際に、参考資料として算定する

もので、標準的な生活モデルを設定し、総務省「家計調査」等の費目別平均支出金額から、そ

の生活に要する費用を算定したもの。 

②R7 年 6 月の新潟市の「持ち家の帰属家賃を除く総合」物価上昇率 3.8％ 

③税、社会保険料を考慮した可処分所得の総所得に対する割合（最低賃金審議会における生活保護

と最低賃金の比較計算式より） 0.807 

④月間労働時間（上記③と同じ） 173.8 時間 

 

①×（100％＋②）×1/③≒151,507 円 

985 円×④≒171,193 円 
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2-1-2.新潟県ホームページ「新潟ＵＩターン総合サイト」より 

 

 

                              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新潟県の標準生計費 117,790 円/東京都の標準生計費 143,240 円＝82.2％ 

 

2-1-3．新潟大学ホームページ（新潟市で生活する魅力）より 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

2-1-4．新潟市の物価上昇率推移（持ち家の帰属家賃を除く総合） 
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a所定内給与 b所定内労働時間 a/b

R6年4月 236,848 138.8 1,706

R7年4月 237,059 134.0 1,769

増加率 0.1% -3.5% 3.7%

2-２-1.厚生労働省「令和７年賃金改定状況調査結果 第４表」 

○一般パート計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○一般労働者                  ○パートタイム労働者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２-2-２.新潟県毎月勤労統計調査（令和 7 年 4 月分） 

○所定内給与の状況（従業員規模５人以上） 
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2-3-1．新潟県「原材料等価格高騰の影響に関する緊急調査（第７回）」 

○価格等の上昇の収益への影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○価格転嫁の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○今後の資金繰りの見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-3-2. 新潟商工会議所「早期景気観測調査（6 月分）」概要 

「コスト上昇による利益圧迫や採用活動に伴う経費の増加、人手不足の長期化、さらに熱中症対策義

務化への対応などが挙げられた。多くの業種でこうした課題が共通しており、回復の足取りは鈍い状

況が続いている。」 
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2-3-3.長岡商工会議所「長岡市景況調査報告書 2024 年度第 4 四半期(2025 年 1～3 月期)」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-3-4.日銀新潟支店 短観（6 月） 

  

 

                                                                                                                                           全国値 

                                                          最近 先行き 

                                                         15    9 

                                                         23   20 

                                                         19    12 

                                                                         10      5 
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                                                    全国値 

                                                   2025 年度計画 

                                                                 ▲5.7 

                                                                ▲4.9 

                                                                       ▲4.6  

                                                                       ▲10.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-3-5.中小企業庁「2024 年版 中小企業白書」 

○労働生産性（一人当たり純付加価値額）  

大企業 605 万円 中規模企業 315 万円 小規模事業者 168 万円   

○労働分配率 

大企業 51.2％ 中小企業 79.2％ 

 

2-3-6.都道府県別労働分配率試算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業従業者一人当たりの純付加価値額は総務省「R3 年経済センサス、現金給与総額は 

厚生労働省「毎月勤労統計調査（R３年度）」による 

 

2-3-7.新潟県総合計画（計画期間：令和７年度～令和 14 年度）  

「(新潟県は)経営規模が小さく、下請け取引等を主流とする企業等が多く、十分な付加価値・利益が得

にくい産業構造などから、従業者 1 人当たりの製造品出荷額等や付加価値額は全国と比較して低い

状況にある。」 
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2-3-8.業務改善助成金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-3-9.キャリアアップ助成金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-3-10.中小企業省力化投資補助金 

 


